
長浜市告示第１８７号 

 

長浜市土地改良区電気料金支援補助金交付要綱を次のように定める。 

 

令和７年４月１日 

 

長浜市長 浅見 宣義 

 

長浜市土地改良区電気料金支援補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、原油価格高騰による電気料金の値上がり等により農業者が大きな影

響を受けている状況を踏まえ、農業者の負担軽減を図るため、土地改良区が管理する農 

業水利施設に要する電気料金の増嵩
こう

分に対して、予算の範囲内において補助金を交付す 

ることについて、長浜市補助金等交付規則（平成18年長浜市規則第36号。以下「規則」

という。）に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象施設、補助金の額及び事業主体） 

第２条 補助対象施設及び補助金の額は、次に掲げるとおりとする。この場合において、対

象とする電気料金は、令和６年３月使用分から同年１０月使用分まで（以下この項にお

いて「使用電力量」という。）とする。 

(1) 補助対象施設 県営土地改良事業又は県の補助を受けて造成した農業水利施設 

(2) 補助金の額 使用電力量に燃料調整費増嵩単価を乗じた額の土地改良区負担相当分

のうち滋賀県原油価格・物価高騰等対策土地改良区等緊急支援事業補助金（以下「県

補助金」という。）の額を差し引いた残額の２分の１以下とする。この場合において、

１，０００円未満の金額は切り捨てるものとする。 

２ 補助の対象となる団体（以下「事業主体」という。）は、市内において前項に規定す

る施設の電気料金を負担している土地改良区とする。 

３ 補助金算定に係る燃料調整費増嵩単価は、県補助金の単価と同額とする。 

（補助金交付申請及び実績報告） 

第３条 事業主体は、規則第４条第１項の規定により補助金の交付を申請しようとすると

きは、市長が別に定める日までに令和７年度 長浜市土地改良区電気料金支援補助金交

付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 令和７年度 長浜市土地改良区電気料金支援補助金出来高調書（様式第３号） 

(3) 県補助金の交付決定通知の写し 

(4) 県補助金の実績報告書類 

(5) 電気代高騰額と従来補助相当額の算出（様式第４号）（電気料金負担が分かる資料

を含む。) 

(6) 施設別 使用電力量（様式第５号）（月別の使用電力量が分かる資料を含む。） 



２ 市長は、前項の申請書を受理した場合は、これを審査するものとし、補助金の交付を

決定したときは、令和７年度 長浜市土地改良区電気料金支援補助金交付決定通知（様

式第６号）により通知するものとする。 

３ 規則第１４条に規定する補助金の実績報告は、第１項の規定による申請書の提出をも

ってなされたものとみなす。 

４ 事業主体は、第１項の申請書を提出するに当たっては、補助金に係る消費税等仕入控

除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金

額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得

た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これ

を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において補助金に係る消費税等仕

入控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 

５ 第１項の申請書の提出期限は、市長が別に定める日までとする。 

（補助金の額の確定） 

第４条 規則第１５条に規定する補助金の額の確定は、前条第２項の規定による決定の通

知をもって額の確定があったものとみなす。 

（帳簿等の保存期間） 

第５条 事業主体は、事務に関する帳簿及び書類を当該事業終了の翌年度から起算して５

年間整備し、及び保存しなければならない。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


